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※４ 一部の工事受注者は、エリア内の賃
貸住宅、賃貸施設およびこれらの敷地
において、断水、水漏れ、排水管のあ
ふれ、停電、エレベーター事故、火災、
人身事故等の発生による通報に備え、
緊急事故通報受付業務を行うものとす
る。詳細は入札説明書による。

 小規模修繕（個別）の工期
 普通空家修繕は１週間、特別空家修繕の
場合は２週間を標準とする。
 小修理については、団地を管轄する住宅
管理センターが指示する日数とする。

 工事の実施形態
 本工事は、競争参加資格確認申請書及び
競争参加資格確認資料の受付の際に「企業
の技術力」及び「施工計画」等に関する資
料を受け付け、価格と価格以外の要素を総
合的に評価して落札者を決定する総合評価
方式の工事である。
 本工事は、品質確保等の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実施でき
るかどうかについて審査し、評価を行う施
工体制確認型総合評価方式を試行実施する
ものである。
 本工事は、調査基準価格未満で入札した
者と契約を行う場合は、監理技術者等と同
等の基準を満たす専任の技術者の追加配置
を求める試行工事である。
 本工事のうち、工事種別「空家補修」を
含む工事区分は、当機構が求める工事目的
物の性能・機能等が最適かつ安価で実現で
きることを目的に、履行開始後に、工事受
注者からの施工方法・仕様等の提案を受け
付ける履行開始後ＶＥ方式の試行工事であ
る。

２ 競争参加資格 参加資格は、次に掲げる全て
の条件を満している者であること。
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95
号）第331条及び第332条の規定に該当する者
でないこと。
 当機構東日本地区における平成25・26年度
の一般競争参加資格について、保全建築、保
全土木、造園、電気及び管の全ての認定を受

けていること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、本部長が別に定める手続に基づく一般競
争参加資格の再審査により再認定を受けてい
ること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、当機構から本件工事の施工場所
を含む区域を措置対象区域とする指名停止を
受けていないこと。
 工事請負契約の履行に当たって不誠実な行
為があり、工事受注者として不適当であると
認められる者でないこと。
なお、不誠実な行為とは、当機構発注工事
において、重大な瑕疵が認められるにもかか
わらず、瑕疵の存在自体を否定する等の行為
をいう。
 本工事に係る設計業務等の受託者又は当該
受託者と資本又は人事面において関連がある
建設業者でないこと。
なお、「本工事に係る設計業務等の受託者」
とは、次に掲げる者である。
・ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に係る事務処理
業務（東日本賃貸住宅本部）の受注者（H
26.11.14入札公告）
・ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に係る発注支援
業務（東日本賃貸住宅本部）の受注者（H
26.11.14入札公告）
また、「当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある建設業者」とは、次の又
はに該当するものである。
 当該受託者の発行済株式総数の100分
の50を超える株式を有し、又はその出資
の総額の100分の50を超える出資をして
いる建設業者

 建設業者の代表権を有する役員が当該
受託者の代表権を有する役員を兼ねてい
る場合における当該建設業者

 総合評価に係る「施工計画に関する提案書」
等が適正であること。
 調査基準価格未満で落札した場合には、主
任技術者又は監理技術者と同等の資格要件を
有する専任の技術者を１名以上追加配置でき
ること。詳細は入札説明書による。
なお、追加配置する専任の技術者名簿につ
いては、３に示す資料提出時に資格要件等
の確認ができる書類を添付して報告するこ
と。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。
 以下に定めるいずれかの届出の義務があ
り、当該義務を履行していない建設業者でな
いこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

 企業の施工実績 平成16年度以降におい
て、別に定める施工実績を有する者であるこ
と。詳細は入札説明書による。
 配置技術者 工事区分毎に有資格者等の技
術者を配置すること。詳細は入札説明書によ
る。
 緊急対応体制
１）次のいずれも対応可能な体制であるこ
と。
 水漏れ、事故等の緊急対応が必要な場
合において、当該工区内の団地に迅速に
到着することができる緊急対応体制を構
築できること。
 24時間365日の緊急対応体制（年末年
始も含む）を構築できること。

２）一部の工事の受注者は、同一エリア内の
他工区の小規模修繕を請負った者が事情に
より工事を行えなくなった等による場合、
バックアップ体制が構築できること。詳細
は入札説明書による。

３）一部の工事の受注者においては、緊急事
故受付業務は指定団地の24時間365日の緊
急事故受付体制を構築すること。なお、緊
急事故通報受付業務は、別の者に委託する
ことができる。詳細は入札説明書による。

３ 総合評価に関する事項
 入札参加者は「価格」、「企業の技術力」、「予
定配置技術者」、「施工計画」及び「災害時対
応」をもって入札するものとし、入札価格が
予定価格の制限範囲内である者のうち、に
よって得られた数値（以下「評価値」とする。）
の最も高い者を落札者とする。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限内で、発注者の求める
最低限の要求要件を全て満足した他の者のう
ち、評価値の最も高い者を落札者とすること
がある。
 評価値は、価格評価点、技術評価点及び施
工体制評価点を合算した数値とし、次の式に
より算出する。なお技術評価点の最高点数は
50点、施工体制評価点の最高点数は30点とす
る。
評価値＝価格評価点＋技術評価点＋施工体
制評価点
価格評価点＝100×（１－入札価格※／予定
価格）
※空家修繕（空家修繕工区がある場合）と小
修理（複数の工事区分がある場合はその総
額）の合計による入札価格

 技術評価点の対象となる評価項目は以下の
とおり。
 企業の技術力
 予定配置技術者
 施工計画
 災害時対応
 施工体制評価の対象となる評価項目は以下
のとおり。
 品質確保の実効性
 施工体制確保の確実性
 上記及びの評価項目の詳細は入札説明
書による。
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